熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　    　  　　平成14年７月15日

毛利正二ら代理人の６月24日及び25日付け意見書及び６月25日収用委員会における答弁に示された見解について、意見書を提出します。　　 　　　

　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

　
毛利正二ら代理人の見解についての意見書
平成14年６月24日及び25日付けで毛利正二ら代理人の意見書が提出されたが、それら意見書及び６月25日収用委員会における同代理人の答弁に示された見解は、私の見解と全く異なっている。
これまで、同代理人も総有説を採っていることから、多少の見解を異にする点も看過してきたが、６月24日及び25日付け意見書及び６月25日収用委員会における答弁に示された見解は、漁業法の最も肝腎な点を全く理解しておらず、共同漁業権の帰属についての理解を混乱させる点で社員権説と全く同様であるため、以下、私の見解を示すことにする。

なお、以下に示す私の見解は、すでに提出済みの４月28日付け意見書に詳述していることであり、改めて詳述はしない。同代理人との見解の相違に焦点をしぼって、端的にポイントを記す。
１．入会集団は「関係漁民集団」

　毛利正二ら代理人中尾英俊弁護士は、６月25日の収用委員会において、塚本会長から「入会集団は、組合なのか、組合員なのか、組合と組合員なのか」と尋ねられて、「答える立場にない」と返答されたと聞く。「総有説を採る」としながら、「入会集団は何か」という最も肝腎な点に「答える立場にない」とは不可解であるが、６月24日付け中尾英俊弁護士の意見書には「共同漁業権は漁業協同組合員としての漁民が各自漁業を営む権利を有するとともに組合も有するのであって組合のみが有するのではない」と、明確に「入会集団は組合（組合員集団）である」と記されている。この点は、６月24日付け板井優・松野信夫・田尻和子弁護士の意見書(3)も全く同様で、「本件共同漁業権は球磨川漁業協同組合の組合員の総有にかかる権利」とするとともに、員外者の漁業については「自由漁業で慣行上漁業権といえる程度のものがある」と述べていることに示されるように、「入会集団は組合員集団であり、員外者の関係漁民は入会集団に含まれない」とみなしている。
この見解は、私の見解と全く異なる。私の見解では、入会集団は関係漁民集団であり、関係漁民は、組合に属しても属さなくても共同漁業を営める。そのことは、４月28日付け意見書に随所に「関係漁民集団の総有の権利」という表現を使用していることや第一章を「共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利である」と名付けていることに示されているが、とりわけ、５頁に次のように明記している。
「関係組合員が漁業法８条にもとづいて共同漁業を営む権利を持つのに対し、員外者の関係漁民は慣習に基づき共同漁業を営む権利を持つ。したがって、共同漁業権の主体は、関係組合員と員外者の関係漁民とを合わせた関係漁民集団であり、共同漁業権は関係漁民集団が総有する権利である」。
２．漁協総会の特別決議は入会集団の意思決定とは関係がない

そのうえ、６月24日付け板井優・松野信夫・田尻和子弁護士の意見書(3)は、「漁協総会の特別決議が入会集団の意思決定たり得る」旨の記述をしている。例を挙げれば、「これは、原則は全組合員の同意が無ければならないが、それ以外は法律の定めた方法である組合の特別決議で集団の意思を決定するというのが通例という程度で理解できる」（５頁）、「したがって、水産業協同組合法に基づき組合の意思決定をする手続きのない本件のような場合には、土地収用法の手続き上組合員全員を損失補償を受ける対象者にするというが法と慣行を踏えた適正手続きの保障というべきである」（同、５頁）、「上記二つの通達は、組合が漁業補償契約など締結するにあたっては、関係する組合員全員の委任行為またはこれが無いときは組合総会の特別決議が必要だとの立場を示したものである」（６頁）などである。

この見解も、私の見解と全く異なる。私の見解は、「共同漁業権は入会集団（関係漁民集団）の総有する権利であり、それを消滅させるには関係漁民全員の同意が必要である」、「漁協総会の特別決議は法人の意思決定に過ぎず、入会集団（関係漁民集団）の意思決定とは関係がない」である。制定法に、入会集団の意思決定に関して多数決原理が導入されたのならば、それは全員の同意の慣習を変更したことになる（例えば、漁業法８条の「関係組合員の三分の二以上の同意による漁業権行使規則の制定・変更・廃止」）が、法人の意思決定（特別決議）をもって入会集団の意思決定とすることはできないのである。
同意見書に引用されている水産庁通達も、「補償契約の締結にあたっては、組合は関係組合員の全員の同意を取って臨むように」（昭和47年９月22日漁政部長）、「組合が損害賠償の請求・受領及び配分を行なうには、関係組合員からの委任行為が必要」（昭和51年３月13日漁政部長）というように、関係組合員全員の同意ないし委任行為が必要である旨述べているのであり、板井弁護士らの言うように、「関係する組合員全員の委任行為が無いときは組合総会の特別決議が必要だ」とするのは曲解も甚だしい。
「水協法の特別決議で意思決定できる」ということは、法人が意思決定できるということであるから、「共同漁業権が法人たる漁協に属する」という社員権説を主張していることを意味する。「共同漁業権が総有の権利である」と言いながら、「水協法の特別決議で意思決定できる」としている板井弁護士らの見解は、総有説を採ると言いながら社員権説をも主張している、きわめて混乱したものである。
　以上のことは、「７月15日付け国土交通省意見書に対する回答書２」にも引用した、浜本幸生の次の文章からも明らかである。
「(4)『組合総会の決議』は、水協法によれば、『法人としての漁協』の意思を決定するものである。　
前号での『組合管理漁業権』における『一定の取り決め』の実際の決定方法を見ると、『水協法』の手続きによって招集した『組合総会』において、それを決定していた場合があった。

しかし、『水協法による組合総会の決議』では、組合員個々の漁場行使を規律する取り決めをすることは、法律上、不可能なのである。
何故ならば、『水協法』は、漁協という『法人の組織及び活動に関する法律』である。従って、その構成員である組合員の個々の行為(漁場利用などの行為)は、水協法の対象にはなっていない。

法の対象としていないと言うよりも、水協法は、その目的・性質上、法人である漁協自体の業務・会計等を規制する法律であるから、組合員の個々の漁業行為などは水協法では規制できないのである。
具体的に言うと、『水協法による組合総会の決議』は、組合員個々の意志を総合統一し、それを『法人である漁協』自身の意志として決定することである。
例えば、漁協が共同漁業権の免許を申請し取得するかどうかという、『法人としての漁協の意志』を決定するのが総会決議なのである。しかし、組合員が集まって、自分らの漁場行使についての『漁民集団の意志』を決めるのは、水協法による総会決議とは言えない。

(5)組合員の漁場行使の方法を規律する『組合の総会』等の議決の法的根拠は、『漁村の慣習』である。
『組合管理漁業権』の漁場の『口開け』などの漁場の行使方法(『一定の取り決め』)を定める場合において、先に述べたように、『漁協の総会』という場で、しかも、水協法に規定する総会の招集手続き等を経て開催され、議決するという形を取っているものがある。
しかし、その総会議決の内容は、『個々の組合員が守るべき漁場行使の方法』を定めるものであった。即ち、『法人としての漁協』自身の意志を決定する議決ではないのである。そうすると、そのような組合員個々の行為を規律する総会議決の根拠となる法律は『水協法』であるとは言えないのであるから、組合員を拘束するその議決の法的根拠は、別に求めなければならないのである。
組合員個々の行為を規制するという『組合総会』又は『漁協支所の集会』におけるこのような議決は、『漁場管理団体としての漁協』の性格においてなされたものであって、江戸時代からの『漁村の慣習』を、その法的根拠としているものである」（『早わかり「漁業法」全解説』229-230頁）。
３．「関係地区」、「関係組合員」、「関係漁民」は漁業法理解の最大のキーワードである

「関係地区」、「関係組合員」、「関係漁民」は、塚本会長が３月の収用委員会において洞察されたとおり、漁業法を理解するうえでの最大のキーワードである。
漁業法は、「漁協への免許と協同組合原則との調整規定」を設けているが、それは、協同組合原則があるために、入会集団（関係漁民集団）と組合員集団とが乖離する可能性があるからである。この「漁協への免許と協同組合原則との調整規定」及びその理由は、漁業法の解説書に必ず明記されていることである。もしも、同代理人らの見解のように、入会集団が組合（組合員集団）であるならば、そもそも「漁協への免許と協同組合原則との調整規定」など設ける必要は全く無いはずである。

漁業法の37年改正も、漁協の「合併自由の原則」のために、漁協が合併を経て広域化し、いくつもの入会集団をかかえることに伴って、入会関係が破壊される恐れがあるために行なわれたものである。もしも、同代理人らの見解のように、組合員集団が入会集団であるならば、漁業権行使規則によって関係地区組合員に資格限定をする必要など全く無いはずである。
漁業法の条文にしても、なぜ漁業権行使規則の制定・変更・廃止に関係組合員集団の意思決定が必要とされているのか（８条）、なぜ漁業を営む権利が関係組合員に資格限定されるのか（８条）、関係漁民を一人でも含む漁協がなぜ共同申請や共有請求を行なえるのか（14条10項）、関係漁民であればなぜ漁協に属さなくても共同漁業を営めるのか（14条11項）、共同漁業権の変更・分割・放棄になぜ関係組合員集団の意思決定が必要か（31条）などは、関係漁民集団が入会集団であるとの見解に基づかなければ説明できない規定である。

４月２日付けで国土交通省に対して提出した条文説明要求書も、その多くが、「関係地区」、「関係組合員」、「関係漁民」に関する項目であり、それらの項目には、国土交通省のみならず、同代理人も答えられるはずがない。もしも、同代理人が、私の見解のほうが誤っていると主張するならば、４月２日付け条文説明要求書に回答すべきであるし、回答しない以上は、私の見解が誤っていると言う資格はない。

　

入会集団を組合（組合員集団）とみなしている意見書や入会集団の意思決定が特別決議でできるとしている意見書は、漁業法の最も肝腎な点を全く理解しておらず、共同漁業権の帰属についての理解を混乱させるものである。

三室勇、三室雅弘、木本生光、小鶴隆一郎、元村順宣の諸氏をはじめ、この間、私と勉強会を重ねてきた漁民の皆さんは、入会集団が関係漁民集団であること、ダム建設には関係漁民全員の同意が必要であることをすでに十分に理解されており、漁民の漁業法理解のほうがはるかに上である。それら漁民の皆さんは、漁業法を理解されているだけに、６月25日収用委員会における毛利正二ら代理人の答弁及び意見書に、すっかり落胆されていた。　

誤った総有説、混乱した総有説を述べて、川辺川ダムに必死の思いで長年反対してきた漁民の皆さんをこれ以上苦しめないよう、強く望む次第である。
　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　以　 上

